
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成 25 年 5 月 16 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）：  

 政治的意識の形成期にある若年層に対し、グローバル化で価値の多様化する環境の中で、
どのような働きかけを行うことで積極的な政治的社会化を後押しすることができるかを検
討した。既に多文化社会化が進んでいるイギリス、フランス、アメリカでの政治的社会化
の事例を比較の枠組みにすると同時に、中高生を対象とした調査や、実際に中高生を対象
として政治とは何かを発見するセミナーを実施する中で、研究成果の検証をおこなった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This project examines what kind of input encourages the youth political socialization 
in the context of diversified value system under the rapid globalization. Comparisons 
are made with British, French, and US cases where the societies are already 
multicultural. Direct contacts with students during the seminar specifying the political 
function in our daily life helps examine the validity of the survey data.  
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１．研究開始当初の背景 

本研究は、平成 17～20 年度に実施した科
学研究補助金基盤研究(Ｂ)「多文化共生時代
における市民的関与の理論的・実践的研究」
（代表者：大津留智恵子）の成果を土台とし、
政治教育の理論的・実践的な側面を新たに加
えた。 

グローバル化が進む今日、社会の内側で増

大する異なるアイデンティティを持つ集団
のいずれもが、対等に政治制度に組み入れら
れ、公正に代表されているかどうかは、多く
の民主国家が直面している挑戦である。また、
民主主義を担うべき多様な主体が自ら政治
に関心を持ち、民主政治を実現していく意欲
だけでなく、そのための能力をも十分に備え
た状態にあるかどうかは、それらの社会にと
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って実質的な民主社会を持続させていく上
での緊要な課題となっている。 

本研究は、いまだに多文化共生社会として
の認識が薄い日本において、将来的に公正な
民主政治を担う世代に、どのような政治教育
をおこなうことが必要であるかという問題
意識に立っている。既に多文化共生社会とし
ての現実と直面し、研究が進む国々の事例を
比較研究することで、政治の中枢から周縁へ
の空間的な広がりとして存在するマイノリ
ティ集団の政治参加が、どのような論理で規
定されているかを考え、政治意識を形成して
いく今日の若年層にとって、周縁からの政治
参加を促していくにはどのような政治教育
が求められているかを考えていった。 

本研究で政治教育との接触面に重点を置
いたのは、公的な空間での市民の活動が活発
化しながらも、それが規範的な価値を促す一
方で、政治的な力関係の理解へと進んでいな
い点を認識したためである。これは、アメリ
カでの研究で指摘されているだけでなく、中
学生のセミナーを運営する中で実際に観察
した状況でもある。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、分担者らが日常的に行っている
大学での政治教育、ならびに大学への接続と
して関与している中学生・高校生への政治教
育に、そうした研究の成果がいかに還元でき
るかという点を重視した。 

特に、グローバル化の中で多くの多文化共
生社会が共通して重視してきた周縁に位置
する人びとの政治参加が、逆に後退している
現状に直面しつつ、日本はもとより海外の比
較事例としてイギリス、フランス、アメリカ
の政治参加や政治教育の研究にも重点を置
き、政治教育に何を盛り込めば、公正な政治
参加を主体的に求めるアクターを育て得る
かを明らかにしようとした。 

例えば、多文化共生を所与のものとして受
け入れることができるアメリカの若年層な
どの例においては、価値観の転換を意識的に
おこなった年齢層よりも、周縁に位置する人
びとに対する差別意識が強く持たれていな
いことも伝えられているそうした若年層は、
自らも同時に本格的な政治参加に至らない、
いわば政治の周縁に位置しており、その段階
でどのような政治意識の形成が行われるか
が、民主的な政治の主体的な担い手としての
若年層の政治意識の形成は、国民国家におけ
る新たな構成員の育成として、公教育が担っ
てきた部分が大きい。 

ところが 20 世紀末から、政府が公的空間
での活動を独占することが財政的に困難と
なっただけでなく、民主主義のあり方として
も最善ではなく、個々の構成員が自発的に関
与する部分と政府が最終的に責任を持つ部

分との、均衡の取れた形での政治体制が求め
られるようになると、市民社会における若年
層の市民的関与にも力が入れられるように
なった。 

本研究では、こうした市民的関与をめぐる
研究の展開を背景としつつ、そこから得られ
た結果を実際の教育現場に応用しながら検
証を試みた。そのため、政治教育の分野で実
績のある分担者と、中学・高等学校の教員と
して現場で政治教育に携わってき究協力者
を加えることで、政治参加の研究に並んで政
治教育という柱を立てた研究を目指した。ま
た、中学生のサマーセミナー、高大連携によ
るプログラムなどを実施して、成果の検証を
試みた。 

 

３．研究の方法 

本研究は、政治参加と政治教育の二つの柱
を立てて進めた。多文化共生社会の現実の中
で政治教育の検討が進められているイギリ
ス、フランス、アメリカを比較の枠組みとし、
実際に政治教育を担っている日本の事例の
検討および研究成果の応用をおこなった。 

研究方法としては、個別研究、共同研究会、
アンケート調査、中高生対象セミナーの、大
きな 4 つの柱に沿って実施した。 

1） 個別研究： 

 個別研究は、石橋が日本、大津留がアメリ
カ、蓮見がイギリス、安武がフランスを主に
担当をして、それぞれに進める形を取った。
その際、多文化共生社会における民主的な政
治参加の規定、政治参加の機会およびそのた
めの能力の保証、公正な政治参加を主体的に
めざすための政治教育を共通の問題関心と
置いた。 

2） 共同研究会 

 個別研究の成果を共有する場として共同
研究会を開催するだけではなく、海外を含め、
外部から示唆に富む研究者を招へいして議
論の場を持ち、研究を発展させる場とした。 

3）アンケート調査 

既にデータの蓄積がある高校生の政治意
識に関し、アンケート調査を引き続き実施し
た。関西大学の併設校における経年的な変化
とともに、近隣公立高校における比較データ
を利用して、政治意識の形成過程についての
分析を加えた。またそこから得られたモデル
を、実際に中学・高校生を対象としたセミナ
ーを実施する際に応用できないか試みた。 
4）中高生対象セミナー 
「ひらめき☆ときめきサイエンス」、「大阪府
中学生セミナー」などを活用して、夏休みを
利用する中学生・高校生を対象としたセミナ
ーを運営した。また、大学の高大連携のプロ
グラムも利用して、双方向的に高校生の政治
意識をつかむことを試みた。 

 



４．研究成果 
研究成果は、上記の個別研究、共同研究会、

アンケート調査、および中高生を対象とした
セミナーの 4つの柱でまとめることができる。 
1）個別研究 

石橋は 21 年度、中高生を対象とした政治
的態度調査の方法論と分析を研究し、オース
トラリアでマリー・プリント氏と調査結果を
検討した。22 年度は前年度のパイロット調査
をもとに、新たに質問票を作成し調査を行っ
た。23 年度は前年度の調査の分析を行い、こ
れまでの高校生・大学生対象の調査と合わせ
研究報告を行った。最終年度は、調査のデー
タを用いて、高校の種別と政治的態度の関係
を分析し、上位校ほど投票意欲を規定する要
因が多様で、政治社会化のプロセスが違うこ
とを確認した。またポーランドで学会報告を
し、神奈川県教育委員会や東京の市民レベル
でのシティズンシップ教育についての聞き
取り調査を行った。 

大津留は 21 年度、政治的社会化の過程に
おけるジェンダー・バイアスについて隠れた
カリキュラムに関する研究を行なった。22 年
度は選挙が有権者のジェンダー観に与える
効果に関するペーパーをアメリカにて報告
した。23 年度はアメリカの若年層の政治意識
をめぐる文献調査とともに、日本の多文化社
会化に伴って周縁に置かれた人びとの政治
的権利をめぐるペーパーを韓国政治学会に
て報告した。最終年度は、アメリカの若年層
の政治意識をめぐる文献調査を進めるとと
もに、ヒスパニックやイラク系のマイノリテ
ィの事例に焦点をあてた研究成果を口頭発
表や論文として取りまとめた。 

蓮見は 21 年度、海外調査で教育基準局資
学官や市民教育実践家へのインタビュー、活
動実践の見学、資料収集を実施し、イングラ
ンドの市民性概念とナショナル・アイデンテ
ィティに関する教育のあり方を批判的に分
析した。22 年度は英国の市民教育実践に関し
て、ノーサンプトン大学の視察と、シティズ
ンシップ財団、ヒラリー・クレミン博士、デ
イヴィッド・カー教授からの聞き取り調査を
行った。また、八幡市・関西大学等の活動に
ついて調査・報告を行った。23 年度は英国に
おける研究会での議論を通じ、英国における
政治教育・シティズンシップ教育研究が社会
的包摂や国民国家を越えたアイデンティテ
ィの形成に関心が向かっていることを把握
した。最終年度は、英国における上記の傾向
の把握を踏まえ、包摂的シティズンシップ教
育論の理論的検討を行った。  

安武は、21 年度は市民としてのあり方につ
いて、プラトン、アリストテレス、トックヴ
ィルを素材として検討を行なった。22 年度は
英国での研究会でモンテスキューとマキア
ウェッリをめぐる報告の討論者を務め、欧米

の研究者との意見交換を行った。また、国内
の大学等で、歴史 的視座から政治学教育に
ついての知見を得るべく、各種研究会・学会
に参加し、資料収集に務めた。23 年度も国内
の大学等で各種研究会・学会に参加し、資料
収集に努めた他、アデレード大学、中山大学、
ワイカト大学に赴いた際、現地における政治
学教育について現地の研究者と意見を交換
した。最終年度も国内の大学等の研究会・学
会を通して歴史的視座から政治学教育につ
いての知見を得、海外においても政治学教育
について現地の研究者と意見を交換した。 
2）共同研究会 

21 年度は、イギリスよりオードリー・オス
ラー教授を招へいし、コスモポリタン・シテ
ィズンシップをめぐる議論を行なった。また、
高校生の調査結果を石橋が分析し、その評価
をめぐる議論を行った。 

22 年度は、蓮見「英国のシティズンシップ
教育に対する 2 つの批判的潮流：フレイレと
ハーバーマス」、大津留「アメリカの高校で
の市民教育の実態：保守系シンクタンクの調
査報告に基づいて」 、善教将大「若年層に
おける政治意識の分析の現状と課題」、吉村
功太郎「子どもの政治意識と政治教育」の報
告をもとに、若年層の政治意識および政治教
育について議論をおこなった。 

23 年度は、石橋「大学生の政治意識」の研
究報告を受けて議論を行い、各自が研究取り
まとめにむけての計画を報告した。また、石
橋「高校生の政治意識の分析」、蓮見「社会
的包摂と能動的市民性：包摂的シティズンシ
ップ教育論の間隙」の研究報告をもとに、若
年層の政治意識および政治教育について議
論を行った。 

24 年度は全体のとりまとめとして、政治学
教育に詳しい研究者を招いて共同研究会を
行った。井之口智亮「シティズンシップ教育
におけるシヴィリティ（civility）」、蓮見「政
治教育の正当化論拠を再検討する―非権威
主義的議論の探究」、石橋「大学教育におけ
るサービスラーニング型授業の試み」、井田
正道「青年の政治意識の特色と傾向」、石橋
「高校生の政治意識の分析」の報告をもとに、
教育と実践の両面から議論を交り合わせた。 
3）アンケート調査 
 21 年度は、前年度に終了した科研課題で用
いた調査方法を踏襲して、新たに約 250 件の
データを得て、経年的な蓄積を行なった。新
たに作成した質問票により、関西大学の学部
生および兵庫県内の公立高校の生徒の協力
を得て、政治意識に関する調査を実施した。
22 年度以降は、新たなアンケート調査は実施
せず、前年度までに実施した高校生対象アン
ケート調査の分析作業を行った。 
4）中高生対象セミナー 

21 年度は 7月に「ひらめき☆ときめきサイ



エンス」の一環として、中学生・高校生を対
象とし、共同作業を通して政治を認識するセ
ミナーを実施した。また 3月に研究成果を踏
まえた講義形式のセミナーを実施し、それに
対する反応を集計した。 

22 年度は「大阪府中学生セミナー」の一環
として、中学生・高校生を対象として、大学
生が立案した共同作業を通して、政治とは何
かを認識するセミナーを実施した。  

23 年度も「大阪府中学生セミナー」の一環
として、中学生・高校生を対象に、ゴミ問題
をテーマとして、共同作業を通して政治的な
視野を広げるプログラムを実施した。 
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